
 報 告 ② 

新型コロナウィルス感染症拡大による地域公共交通への影響 

および府中町の支援策について 

 

１. 新型コロナウィルス感染症拡大による地域公共交通への影響 

 電車・バス・タクシーといった住民の生活の足を担う公共交通事業者の経営環境は、近年のモータ

リゼーションの進展などによって厳しい環境にありましたが、この度の新型コロナウィルス感染症

の拡大による外出自粛などの影響により移動需要が大幅に減少し、その結果、経営状況は急激に悪化

しています。 

 一方、政府の「基本的対処方針」において、公共交通は緊急事態宣言下においても住民生活・住民

経済の安定確保に不可欠な業務として、利用者が大幅に減少している状況にも関わらず、運行は継続

されました。 

 こうした状況の中、一般社団法人モビリティ・マネジメント会議では、中国地方の公共交通機関の

減収額が最低でも年間 585 億円に上るとの試算を発表し、交通事業者へのアンケートにおいても

「8 月中旬までに約半数の交通事業者が事業継続困難となる」という「交通崩壊」が懸念されるとし

ています。 

府中町を取り巻く公共交通の状況も例外ではなく、緊急事態宣言が発令された 4 月・5 月におい

て、当町に関連するバス路線の利用者数が昨年度に比べ約 50%減少し、府中町をサービス圏に含む

広島交通圏のタクシー運賃収入が 60％以上減少するなど、交通事業者は事業継続に対して、非常に

大きな打撃を受けています。 

 

２.政府の支援策 

 今回の事態にあたり、政府においては、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を

創設し、令和 2 年度第 1 次補正予算及び第 2 次補正予算で合計 3 兆円を計上しています。 

 この交付金は、新型コロナウイルス感染拡大に関する地域の実情や自治体の財政力などを勘案し、

地方自治体に配分されるものであり、対象となる事業は、新型コロナウイルス感染症への対応として、

「感染拡大の防止」「雇用維持・事業継続」「経済活動の回復」などのほか、「新しい生活様式」等へ

の対応など、幅広い分野での事業が対象とされ、公共交通の支援についても活用可能となっています。 

 

３.府中町の支援策 

 府中町でも、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を活用し、新型コロナウィルス

感染症の影響によって利用が減少したバス・タクシーの公共交通の利用を促進し、住民のまちなかの

回遊や買い物等それに伴う地域経済活動の回復を図ることを目的とし「地域公共交通利用促進事業」

の実施を 8 月 3 日の臨時議会において可決決定しました。 

【予算額】 

 ・負担金補助及び交付金：住民 49,000 人×1,000 円（500 円券×2 枚）＝49,000 千円 

  注 1：配布対象は、6 歳以上の住民とする 

 ・委託費（印刷費等）：2,090 千円 

 ・役務費（通信運搬費）：24,000 世帯×57 円＝1,368 千円 

   合 計     ：52,458 千円 






